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1．はじめに
寺内内閣時代に段旗瑞援助政策の一つとして実施された兵器代借款3208万円
余は，1915年の21ケ条要求第5号の4の具体化であり，日華共同防敵軍事協定
を誘発し，参戦借款を成立させる。従来，寺内内閣の対支借款政策は西原借
款として論じられるが，この兵器代借款は論者によって扱い方が異なってい
る（1）。西原借款から兵器代借款を除外する論拠は，兵器代借款の日本側交渉
窓口が泰平組合であり，特殊銀行団(興銀・鮮銀・台銀）を経由する西原借款
の経済借款方式にあわない(2)点に求められている。すでに，この時期の対支
経済構想は，前大隈内閣の21ケ条要求に代表される露骨な帝国主義的中国進出
政策の修正であり，朝鮮組による西原借款と称される所以のその経済構想が経
済借款を装った政治借款となったのは，中国に大規模な経済提携を進める前提
として親日安定政権を擁立しなければならなかった中国の情勢と，四国借款団
・米国との中国における利権獲得競争上の必要からであり，その挫折は第一次
大戦終了直前の国際情勢の変化と日本国内資本の反対によるものであったこと
が，その借款投資方式と構想の内容とともに明らかにされている。しかし,経
済構想挫折の代案に陸軍の利害を代弁する山東問題をからませた満蒙四鉄道借
款．山東二鉄道借款と日華共同防敵軍事協定で約束された参戦借款が選ばれた
要因，寺内内閣時代の対支政策のもう一つの潮流(3)であったとされる日中の
兵器統一を目的とする兵器代借款・日華軍事共同防敵軍事協定・シベリア出兵
等の軍事的進出政策と西原借款との関係について充分な説明がなされていな
い。小論では兵器代借款を検討することによって，西原借款が経済借款を装わ
なければならなかった要因の一つにあげられる中国の情勢と，それに対応する
日本の借款政策を明らかにすることを課題とする。
〔註〕
（1）高橋誠「西原借款の財政問題(一)」（『経済志林』36～2)pp.28-29･鈴木武雄監
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修「西原借款資料研究」（東大出版会，1973,以下『資料研究』と略す）”､5-6｡
(2)大森とく子「西原借款について一一鉄と金円を中心に一一」（『歴史学研究』
No.419)P、39,41。
(3)勝田龍夫「中国借款と勝田主計」（ダイヤモンド社,1972)p､%o
2．中華民国の政局と借款外交
共和政体をめぐる革命派と哀世凱との妥協によって成立した中華民国の政治
権力は，童世凱を頂点とする北洋派が掌握する。しかし，その政権は，辛亥革
命の過程で成立した各省軍政府の存在や，清朝の借款債務と財政制度をそのま
ま引継いだものであり，当初の妥協の清算方向をめぐる抗争が第2，第3革命
に転化すると，北洋派に亀裂を生じ，童世凱の死後，中央政権としての統率力
は著しく弱まる。
中央政府と各省の経済的関係は，わずかに税収の一部分について解送関係が
見られるにすぎない（')，といわれるが，中央政権の統率力の薄弱化は，その
解送関係(表1）を見れば明白である。1917年以降,送金額の減少のみならず，
解送関係の‘解消が急増している。これを中央政府の財政収支の構成（表2）に
表1各省中央送金額(単位千元）
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合計|18,63019,93216,04315,55」
(東亜同文会調査編纂部「新編支那年鑑」pp、539-540)
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表2中国の財政収支の構成（1843～1930年，予算,カッコ内は実績)}
1930
(百万元）
184318991913
項目(百万両)(百万両)(百万元)
1916
(百万元）
1．収入
田賦
｜関税塩税
厘金および
統税
外債
内債および
借入金
その他
合計
2．支出
｜
軍務費
財務費
債務費
その他政費
地方交付金
合計
42(20）
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85
13
-(10)
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97
315(236）
???? ??????
?
?
???
?
?
?????
?
275
122
40
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47
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218(138）
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??
30
28(33)
315(236）
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49730
(村松前掲書p､114）
みると，清末には収入の大部分ないし半ば近くを形成していた田賦収入が，民
国以降急速に減少し，国民政府の収入には一元も計上されていない。関税・塩
税は外債の担保に押えられていたから，厘金および統税等の間接税の整備が計
られるが，政治的混乱は，税制の整備を困難とし，それよりは外債借り入れに
よる中央政権の強化・拡大を急務としたと思われる。
第3革命後の政局は，童世凱の死後，広東軍務院と北京（第1次）段旗瑞内
閣との妥協が,府院権限問題から揺れはじめ,対独宣戦問題で決裂する。張勲の
復辞事件後，再会されるべき国会の性質をめぐる対立（護法問題）は，妥協に
至らず，広東軍政府と北京（第2次）段内閣の両立（南北対立）をもたらし，
北方派は「武力統一政策」を進める段旗瑞の安徽派と「和平統一政策」を主張
する馬国璋の直隷派に分裂し，軍閥乱戦の徴候を呈する。第3革命後の民国の
中央政権とは，列強の承認を得ることによって，関税・塩税の外債支払余金を
給付され，借款当事者とみなされることによって存在したと言っても過言では
ないであろう（2）。
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中国をめぐる列強の角逐は，第1次大戦を機に露・独・仏が脱落して，イギ
リスが相対的に後退した後，日米の抗争として展開される。寺内内閣の対支政
策は，1916年の米国のドル外交に比せられるが，日米の対抗は，中国の参戦を
めぐる指揮権争い(3)に始まる。日本はまず第1次交銀借款（1917年1月20日）
によって中国側の対日感情の訂正を計り，次いで2月13日西原亀三に参戦の代
償条件として(1)義和団賠償金約2億円の還付，②列国に中国の関税引上を承認
させる代わりに厘金税等を廃止し，棉花，羊毛，鉄等の原料の輸出税を免除す
る，(3)治外法権，専管居留地の撤廃，④参戦費用，建軍費用3千万円程度を援
助する，(5)独奥団匪賠償金取消を保証する(3-a)等の腹案を持たせて北京へ出
張させる。西原は曹汝霧，梁啓超及び段総理と会談するが，間もなく日本側の
二重外交・関税増徴問題に関して日本は英米諸国と同一歩調のとれないことが
判明する。第1次段内閣は3月14日，対独国交断絶を宣し，参戦を強行しよう
として瓦解する。日本は中国の対独断交が「段総理二於テ独支関係二就キ決意
シタルハ全然米国ノ措置ト勧誘トー基ケルモノニシテ日本政府ノ勧奨ノ如キハ
毫モ与カリテカナク段既二然リ終二支那ノ対独断交ヲ決行スルニ至レル実情其
基ク所亦同一轍ナリ尚ホ当時梁啓超ハ大総統ノ之ヲ民意二問フヘシトノ意見二
対シ……支那ノ現状ノ下二在ツテハ所謂民意ナルモノハ之ヲ形成スレバ足レリ
トテ三時間二亘リ対独断交次テ戦団加入決行ノ要ヲ痛論切言セリ而カモ其梁啓
超ノ唯一二米二動カサレタルモノニシテ毫モ日本ノ態度ヲ眼中二置キタル次第
ニハアラストソ事｣(4)が明らかになると，第2次交銀借款交渉を参戦を条件と
するものに切変え(5),西原の段旗瑞に対する張勲復畔討伐に要する資金援助活
動を黙認する(6)。そして7月17日第2次段内閣が成立すると，7月20日段内
閣援助の閣議決定後，英米露等列国に段内閣を中央政権として承認する事とそ
の支持を求め，同意を獲得し，8月14日段内閣が正式に宣戦布告を発すると，
以後，続改革借款前貸1千万円，第2次交銀借款2千万円，吉長鉄路借款650
万円，第1次兵器借款17百万円等借款援助を強化する。
第1次，第2次段内閣は，共に安徽派と研究系の連合内閣であったが，研究
系のオピニオン・リーダー梁啓超は，第2次段内閣の財政総長に就任してい
る◎前述の如き梁の強い参戦支持の意図は，独奥に対する団匪賠償金・その他
借款返済の暫時停止，独華銀行の接収，連合各国への団匪賠償金返済の5年据
置,関税率改訂による増収を見越し,財政の整理。改善を計ることにあった(7)。
だから梁も，西原の「日支経済提携｣，「東亜自給圏」構想における(1)税制の改
廃による産業開発，②幣制改革，(3)財行政の整理刷新に異論はなく，参戦を条
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件とする第2次交銀借款交渉に熱心に加わっている(8)。しかし，梁は，西原
の借款援助の真意が，段等安徽派の武力統一政策の支持にあることがわかると
借款交渉から下りてしまう(9)。
不完全な共和制の前提整備を外債に依拠して解決しようとする点において，
孫文('0）も北京政府も同一歩調を取った。しかし，民国の政情は，借款債権国
の意図によってより一層の分裂を呈することになり，それはまた借款債権国の
意図の現実化を阻むことになる。
〔註〕
（1）村松祐次「復刊中国経済の社会態制」（東洋経済,1975)P､111。
(2)aleridanは，軍閥間の北京支配をめぐる抗争の理由として，①中央官僚機構の支
配，②1928年まで列国は北京政府を中央政権とみなし，関税・塩税の借款担保余金を
給付した，③外債を民国の名儀で契約できた等を挙げている。
ChineseWarlord,ThecareerofFengⅦ-hsiang,Sta㎡ord,1966,p､22.
（3）江口朴郎「支那の大戦参加を緯る国際関係」（『歴史学研究』9－10)，臼井勝美｢中
国の大戦参加と日本の立場」（『歴史教育』8－2)。
(3-a)西原亀三「夢の七十余年」pp.141-142,147.
（4）寺内正毅文書443-16「汪大饗・山本条太郎会談要領」大正6年4月13日，本野外
相から寺内へ宛たもの。
（5）北村敬直「交通銀行借款の成立事情」（『社会経済史学』27-3)P､53.
（6）外務省「日本外交文書」大正6年第2冊,pp,679-698･西原前掲書,p.151･
（7）羅羅「中国財政状況」（『東方雑誌』15-4)pp､19b-24bo
（8）「日本外交文書」大正6年第2冊，”､640-644｡_｢夢の七十余年」pp､141-165.
（9）風間阜「近世中華民国史」（叢文閣,1939)p､84．
⑩和森「統一，借債，与国民党」（『饗導』第1期)pp、4－6。
3．兵器代借款
21カ条問題とその後の反衰政策における大隈内閣の中国政策の失敗を修正す
べく，1917年1月9日閣議決定された寺内内閣の対支政策5項目は，第1項が
アメリカの対日感情を鎮静させるため，第3項ｶﾖ大隈内閣の干渉主義の修正で
あるほかは，いずれも当時における日本の基本的方向を踏襲したもの（1）であ
った。
製鉄原料確保のため，中国軍隊の兵器を日本から供給し，或いは中国に日支
合辮の兵器廠を作ろうとした要求（21カ条要求第5号の4）は，「対支方針大
綱決定二伴上施設スヘキ細目参考ノ部」（2）の兵器問題の項において，
雲二独支間二内々協定成立シ居りダル趣ノ沙河鎮製鉄所二準シ支那陸海軍
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i々器供給ヲモ目的トスル日支合辮ノ製鉄所ヲ設立スルコト
……適当ノ機会二於テ例ヘハ本項ノ如キ方法ニ依り之力実行の方法ヲ
講すルコト必要ナリ
と思考されている。適当な機会は，7月22日中国陸軍部からの兵器購入の申出
(3)となって到来した。
段旗瑞の命を受けた中国陸軍部からのこの申出は，参戦問題をめぐる国会の
混乱から張勲復辞事件の収拾にかけての西原,坂西等の段擁立活動(4)と，第2次
段内閣成立後の寺内内閣の援段政策決定（7月20日の閣議決定),在中国日本
公使館の「帝国政府二於テ現二相当蓋固ナル基礎ノ上二成立セル正当政府ダル
段内閣二対シ正当ナル援助ヲ与フル見地ヨリシテ借款乃至兵器ノ供給上十分好
意的考慮ヲ払フハ勿論各般ノ施政改善上ニモ出来得ル限リノ助カヲ与へ他面此
ノ機会二乗シ支那二於ケル我地歩ノ進展ヲ図ルコト肝要ナルヘシ｣(5)との意向
を十分汲み取った上での段の武力統一決意の意志表示であったと思われる(6)。
この申出を受けた日本側は，年来の希望であった軍器統一の計画に合致すると
して，早々軍器供給元たる参謀本部の同意を取りつけ，その理由付けの為に中
国側に旧式軍隊整理に関する具体的計画案を提示させ(7)るが，原敬の賛成が
得られず，兵器供給の決定は，外交調査会が10月3日「支那政府が此兵器を決
して南方討伐に使用せず」との条件付きで同意(8)するまで遷延された。その
間，西原はこの問題を日中共同提携の構想に「攻守同盟」として結び付けたが
それ以上の構想の展開はみえず，むしろこの波紋は11月に入ると陸軍の内部に
おいてシベリア出兵構想と関連して日中軍事共同計画へと発展する(9)。中国
側は安福国会による対独宣戦布告後の護法戦争の展開によって直隷派の和平統
一方針が明確になるにともない，交渉の妥結を急ぎ，兵器供給を受ける際の交
換条件として鉄鉱採掘権の許可を与える意向(10)を伝えた。日本側は，「若シ支
那力此誠意（日支協同提携ノ）ナク単二兵器売買ノ意味ヲ以テ供給ヲ希望スル
モノナレハ我政府ハ之ヲ応諾スルモノニアラス又支那ノ誠意ヲ認ムル能ハサレ
ハ独り兵器ノミナラス借款モ亦之ヲ拒絶スルニ至ルヤモ知ルヘカラス('1)｣,と
対支政策の意図一切をこの兵器供給に結びつけて，その売却代金貸付の方策を
検討したのである。この貸付が政治借款であることは明白であり，(1)交銀借款
の続借，(2)預金部資金を三銀行（興業債券1億円引受銀行）を通じて融通，（3）
電話・鉄道借款等の形式のいずれを取るかの検討がなされるが，（3'）3の案が
さらに「一千哩鉄道借款要綱」に，（2')2の案が「支那政府六ケ月払ノ手形ヲ
年利7歩割引ニテ泰平組合二交付シ預金部之ヲ買入ルルコト」('2）になり，結
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局，事実を暴露する虞に頓着せず，その貸付方法に（2'）案が選ばれた('3)ので
ある。
しかし，この第1次兵器代借款は，契約成立直後から日本側の心配どおり，
米国の反対運動，中国国内各界からの反対を引起こし(14),直隷派は西南各省
軍閥や国民党議員に合流して「和平統一」を高唱し，遂に段棋瑞を辞職に追い
込んでしまった。又，翌年2月初旬以来陸揚げされた兵器は，各督軍間に横奪
事件を起こす。日本側の兵器供給にかける期待は，西原等の第3次段内閣擁立
活動('5）を待って，5月日華共同防敵軍務協定に結実する。第1次兵器契約直
後からの兵器の続借交渉は，この軍事協定第7条4にからめて7月31日前回と
同様の方法('6）で第2次兵器供給契約として成立し，9月28日成立する参戦借
款とともに参戦軍('7）の整備の要に供されることになる。
経済借款構想は，交渉相手と目した段政権が，日本の意を呈して動く都度に
倒れ，準備した資金は，最初から擁立した段政権の政費として貸出(18）され，
担保として確保した利権も，山東問題に関する密約以外は，なんら直接的効果
を生むものではなく，失敗に終わる。結果的には，1915年以来の中国の反日感
情に対して段政権相手にのみ修正に努め，それによってむしろ五・四運動に至
る反帝国主義運動('9）を培養する為の政治借款であった。しかし，失敗に終っ
た経済借款交渉の過程は，段政権の擁立，援助の過程であり，段政権が必要と
した軍器は容易に日本の念願とする製鉄原料確保の要望に結合し，それはさら
に極東の政治情勢の変化によって日本の軍事的進出政策とからまって発展した
のである。
〔註〕
(1)波多野善大「西原借款の基本構想」（名古屋大学文学部『十周年記念論集』）
pp、2-3。
(2)寺内正毅文書443（大正6年1月，蒟蒻版）
(3)「日本外交文書」大正6年第2冊，p,483o
(4)西原前掲書,pp.154-163o
(5)「日本外交文書」大正6年第2冊,P.98。
(6)同上，p､103b。
(7)同上，p､488,490･
(8)「原敬日記」vol.7.(乾元社,1951)pp､244-246･
(9)関寛治「1918年日中軍事協定成立史序論」（『東洋文化研究所紀要』26,1962）
pp、186-187・西原前掲書,pp､174-175.
⑩「日本外交文書」大正6年第2冊,p､491o
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⑪同上,p.494。
⑫「資料研究」pp.197-199.
⑬「日本外交文書」大正6年第2冊,p6510．兵器供給の貸付処理に関する具体的な
進捗については大森前掲書(p｡41)に詳しい記述がなされている。
⑭「日本外交文書」大正6年第2冊，”､495-508,624-630.
⑮西原前掲書，”､180-185.
⑯「昭和財政史資料」3-70-14～15.
⑰臼井勝美「段・汪両政権に就ての若干の資料」（『歴史学研究』No.220,1958)
卯．22-23｡
⑱「資料研究」PP.38-41。
⑲第1次兵器供給契約にともなう軍界以外の反対は,1915年対日ボイコット運動の後
を引継ぐと思われる上海その他商務総会の反対運動が見られる（｢時報｣，「外交時報」
「日本外交文書｣）が，軍事協定交渉が伝えられると，留日学生の帰国によって段政権
と寺内内閣の関係はより広範な注視を集め，反対運動の組織化を促したと思われる。
4．西原借款の範囲について
寺内内閣時代の対支借款が「所謂西原借款」と称される所以が，内閣交代に
際して対中国政策を転換せざるを得ず，対支借款政策失敗の汚名を「表面的に
は，西原借款を勝田・西原の個人プレーであるとしてできるだけ非難をあびせ
ることにより，原内閣が対中国政策をいかにも180度転換したかに見せかける
必要」（1）にあったかどうかはともかく，日本国内における公式の範囲の確定
は，国会でその整理が問題になった1921年2月（第44議会貴族院予算委員会）
であり，「高橋蔵相ヨリ速記中止ノ上詳細説明アリ尚ホ委員ノ要求ニ依り兵器
借款ヲ除ク爾余ノ八借款総額一億四千五百万円二付其大体条件ヲ発表シダ」(2)
ことによる。1925年に，その一部が「三銀行一億円借款」として財政的整理の
対象になると，以後大蔵省では西原借款という名称ないし区分を行なわなくな
る。借款当事者の範囲に関する言及は，勝田主計が1924年，西原亀三は1948年
(3)であり，それらに第44議会ないしそれ以後の借款整理の経過に対する配慮
がなかったとは考えられない。
高橋蔵相は，予算委員会で如何なる説明を付し，敢えて兵器代借款を未発表
にしたのであろうか。
1919年3月から4月にかけて,,日本国内の西原借款範囲確定に先立ち，日中
間に，寺内内閣と北京政府の間で締結された条約及び契約類の公表に関する交
渉がなされている(4)。3月6日中国外交部から発せられたそれらを公表すべ
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き旨の通報は，2月20日以来上海で開催されていた南北和平会議の席上，南方
側代表から提出された和議成立の為の条件に対する措置であり，パリ講和会議
で山東問題について日中間に密約のあったことが明らかになって以後の諸外国
の疑惑に対する方策であったと思われる。日本側は，公表の申出を拒絶すれば
事態がより悪化することを恐れて，一応申出に同意するが,公表の範囲,方法，
借款当事者の利害の責任等の交渉で引延ばしを計る。結局，兵器代借款は，
原因を泰平組合の発表拒絶に帰して未発表に至らしめ，その他借款契約及び条
約は4月7日以降公表される運びとなったのである。以上の経過は，日本側の
西原借款範囲確定に多大な影響を及ぼしたと思われる。
寺内内閣の対支政策の収拾は，次期原内閣の「対華借款善後方針」(5)(191
8年10月29日閣議決定）による経済借款に名を仮りた政治借款政策の中止声明
に始まり，翌年から21年にかけて秘密外交非難に対して前述の処置を構じ，25
年以降国内的財政整理を進める(6)という順をたどったのである。
〔註j
（1）『資料研究』p､37．
②『昭和財政史資料（1の143)｣p.102。
（3）『資料研究』”､342-350・西原亀三「夢の七十余年」（平凡社，1971)。
（4）「日本外交文書」大正8年第2冊下巻,pp.948-975。
（副外務省「日本外交年表並主要文書1840-1945」上（原書房，1965）”.471-472･
（6）『資料研究』pp.353-479。
5．おわりに
兵器代借款は「一二徐樹鐸一派ノ私兵養成卜安福倶楽部ノ政費供給トヲ援助
シタル結果二了リ所謂支那ノ協商加入二由ル当然ノ義務ニハ何等貢献スル所無
カリシヲ知ルベキナリ，但シ当時日本当事者ノ真意ハ段旗瑞氏ヲシテ統一を実
現セシムルニ在リテ参戦問題ノ如キ唯グー時ヲ糊塗スルロ実二過ギザリシヤモ
計ラレズ」（'）との説明の如く，段旗瑞援助の一部であった。西原借款を厳密
にその経済構想との関連から1918年9月28日に締結された3口6千万円に限定
するのでないならば，以上の論考から兵器代借款は当然「所謂西原借款」の範
曉に入ると考える。中国の1916年から1928年までを「軍閥時代」と称するが，
段膜瑞政権はまさに日本帝国主義の支持下に養われた軍閥政権であった。しか
し日帝の支持は，北京の政権争いをより激化し，1軍閥の支持による本来の目
的達成からはかえって遠くなった。「所謂西原借款」は，結局既成の利権の上
－39－
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積み以上の効果を挙げ得なかったのである。
辛亥革命の失敗を,外債に依拠しながら,国会制度・法統･護法のスローガ
ンで回復を計ることは,軍閥と同一次元での闘いに過ぎないことを知るのは，
五.四運動以後のことであった。（2）
〔註〕
（1）「支那二於ケル参戦兵器借款書替延期反対ノ真相」(外務省外交文書MT17156)
”、1196-1197◎
②和森前掲書，”､4－6。
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